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応用一般?衡分析による佐賀県都市間道路整備政策の評価
中 西 一
はじめに
90年代以降，日本でも公共事業見直しの機運を受け，主要な公共事業には
費用便益分析を含む事業評価が義務付けられることになった。三重県の事業
評価制度導入や北海道の時のアセスメントの試みなどから当初地方自治体の
間で事業評価が広がりつつあったが，平成13年の行政評価法（行政機関が行
う政策の評価に関する法律）により，国の各省庁にも事業評価が義務付けら
れるようになった。費用便益分析も国土交通省を中心にマニュアル化が推進
されるようになり，各省庁や地方自治体はこれを踏襲して評価を行う慣行が
定着している。
ところで近年の費用便益分析はほとんどが事業の直接効果のみに限定した
分析となっている。間接効果の測定は困難であることと，間接効果は互いに
相殺しあうこととなること（間接効果の計上は二重計上のリスクが高い）を
?慮に入れると，これらを無視した部分?衡分析も支持できるという近年の
理論的展開が背景にある［１］。
しかしこのような部分?衡志向の費用便益分析には，意思決定に際しての
不都合も存在する。たとえば長崎新幹線の建設計画に関しては，「西九州地域
の一体的な発展」といったことが強調され，長崎・佐賀両県をあわせた全体
の地域振興につながることが強調される。しかしながら長崎県や佐賀県を単
体で見たとき，新規プロジェクトがそれぞれにとって有利なものとなりうる
のかどうかによって，賛成・反対の態度が決まってくる面もある。ところが
部分?衡分析では特定地域にとってのメリット・デメリットを隠蔽した形で
の政策分析しか提供できず，公的議論に必要な情報提供が欠落する状況と
なっている。
このような状況も背景にあって，研究者の間では間接効果の分析も意識し
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た応用一般?衡分析の社会資本整備への適用が増えてきている。応用一般?
衡分析は複雑であり，また産業連関表など既存のデータベースがどれだけ整
備されているかによっても分析の実行可能性が左右される。本論文では長崎
新幹線のような，全国レベルの波及効果につながる大規模な事業の分析では
なく，分析の容易なより小規模のモデル構築を志向している。すなわち，佐
賀県だけを対象とすることとし，県内の都市間道路網の整備を素材として用
いることとしている。
都市間道路網整備は佐賀県中長期道路整備計画（平成16年）における大き
な柱となっている。佐賀県の７つの都市（平成14年現在）の間の所要時間が，
55分以内であるのは62％であったのに対し，これを100％にまでもっていくと
いうのが，「県内主要都市間55分圏」の計画である。この計画の推進について
も，より生活関連の交通網整備を重視すべきだとする県民サイドからの異論
もあったが，高規格道路に対する補助がいずれはなくなっていくと?えられ
ることから，それがあるうちに整備を進めるべきだとする庁内の議論を反映
してこのような計画となっているのである。
ところが，道路整備には相対的に有利な扱いを受けるところとそうでない
ところがあり，本来はこれらの「違い」がより明確化されるべきであると?
えられる。仮に県は市町村住民の間で合意可能なプロジェクトのみを支援す
ることができるとすれば，本来すべての情報が表に出た上で議論がなされれ
ば合意に至らなかったであろう。このように?えると，情報操作は本来ある
はずの対立を隠蔽し，事業推進の方向へバイアスをかけることにもつながり
うるのである。
それだけではない。佐賀県は他の諸地域と同様高齢化が進み，人口の減少
が見込まれる地域である。そのような中で，長期にわたる都市間道路整備計
画を維持し続ける意味があるのであろうか。このような点についても，応用
一般?衡分析で示唆を与えうると?えられる。
本論文では，既に全国レベルのデータを用いてパラメーター推計が行われ
ている応用一般?衡モデル［27］［28］を流用し，公共事業評価としての佐賀県都市
間道路整備計画評価を行う。
近年日本では，土木計画学の領域を中心に，研究者の間で間接効果を意識
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した応用一般?衡分析の意義が再認識され，公共事業評価が研究されるよう
になってきている［７］-［14］。米国の研究などでも，,住宅市場の分析などの限定
的な応用は見られるが［15］［16］，日本のように公共事業の評価への応用が盛んに
行われている国は他に例を見ない。これらの研究においては，例えば，道路
の建設を評価する場合に土地を財として処理するようなことがなされたり，
モデルのパラメーター推定の詳細が不明であるなどの「無理」が散見される
が，これらも複雑な問題を有益な問題設定に落とし込んでいく上ではやむを
えない側面もある。
本論文ではこのような既存研究も背景としながら，佐賀県産業連関表（2000
年）をベースとして，地域間の交易や土地・交通の基盤整備が産業や消費に
及ぼす影響を分析可能とするモデルを導入する。具体的には，資本，労働，
土地の３つの投入要素を仮定し，企業は土地利用について立地選択上の最適
化行動をとると仮定する。また労働については，通勤などによる移動が可能
であるとの仮定を用い，その居住地を選択する最適行動を導入する。更に，
家計の消費行動においても，購買する地域が居住地域だけではなく，移動し
て購買を行うことが可能であるとする仮定のもとでの，最適行動を定式化す
る。
一般?衡分析のケースの設定には，現時点での都市間所要時間をベースと
し，都市間道路整備の推進による所要時間の短縮で諸産業や各地域がどのよ
うな影響を受けるかを示すこととする。さらに，人口減少の効果も見ており，
道路網整備による効果がこれを凌駕するほど大きいものなのかどうかを確認
することとしている。
１ 日本における交通整備分析への応用一般?衡モデルの
応用：先行研究
日本における応用一般?衡分析については，経済分析への応用の他に，交
通整備分析への応用がある。この分野は，その性格から土木計画学関係の研
究者による成果が多く，また地域の道路整備などを対象としたものがほとん
どである。いくつかの特徴的な研究が存在するが，その方法論は大きく分け
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て，２つのものに分類できるであろう。
⑴ 土地利用・交通モデルと産業連関分析の統合［７］-［10］
都道府県レベルでの産業連関表の作成が行われるようになった初期におい
て，一般?衡分析の１つの分野である CGE (Computable GeneralEquili-
brium)が適用され，産業連関表を直接的に利用してパラメーターを推定する
ことがなされている。しかしながら，圏域全体の分析では，特定の道路建設
の波及効果分析ができないという問題点が発生していた。
その後これを解決する方法論として，土地利用・交通モデルが広く用いら
れるようになってきている。これは，交通網の整備により土地利用がどのよ
うに進むかを，行動主体のミクロ的な立地行動を表現する方法であり，最終
的には調整された土地利用の?衡点を見出すものである。しかしながらこの
方法は，土地や道路など不動産に直接関連する分野だけのモデルであり，他
の産業部門や労働セクターへの影響が反映されないことが問題とされている。
このため，この問題を解決する方法として，このような土地利用・交通モ
デルを，産業連関（応用一般?衡）分析と結合する方法が提案されている。
具体的には，伝統的な応用一般?衡分析の中において，要素について資本と
労働にならんで土地投入を分離し，不動産部門を特別に注視すること，中間
投入とならんで交通手段による移動を，トリップという形で導入することで
ある。このトリップによる投入は，産業部門におけるモデルと同様に，家計
消費の最適化モデルにおいても導入されている。本論文は基本的にこのアプ
ローチを踏襲するものである。
⑵ 地域間の交易量の推定を用いた?衡分析［11］-［14］
第２番目の方法論は，Whalleyらによる世界交易モデルを地域間交易モデ
ルとして拡張したものである。これにより明確に，産業連関表の構造を利用
する方法として，圏域を数個に分割して，これらの地域の間の地域産業連関
表と，地域間の交易量を推定する方法が提案されている。この方法の利点は，
余分なパラメーターの推定のプロセスを省略することを，繰り返し計算によ
り代替していることである。計算結果による収束が確認されることにより，
隠れたパラメーターやモデルが同時に包含される点にある。
地域間の交易については，資本すなわち生産者と，労働すなわち消費者が
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利益・効用を最大化することの中に反映させており，およびこれを仲介する
輸送業者の最適行動をも，モデルとして含ませている。産業と労働は，地域
ごとに別の産業分野，労働分野として取り扱われるが，基本的には投入と産
出の行動モデルにおける最適化から，解が示される。家計に関しても，予算
制約のもとで，効用を最大化する選択を行う。特徴とされるのは，これらの
生産と消費を空間的に仲介する輸送業者の行動も，最適化のモデルに含まれ
ていることである。
本論文はこのアプローチを採用してはいない。
⑶ その他住宅市場における分析応用［15］［16］
以上のように，日本においては，道路建設に代表される公共事業の評価に
応用一般?衡分析を応用することがなされ，モデルの拡張がなされている。
しかしながら，米国などでは，税制の導入の評価や関税などの分析以外の分
野への応用は活発とは言えない。
このような中で，住宅建設における立地住居選択のモデル分析に，応用一
般?衡を用いる研究が報告されている。このモデルでは，住宅の生産と販売
需要だけであり，政府や自治体などの部門は含まれない。住宅建設の企業は
建築材料を投入の要素として生産を行い，家計は住宅に質や価格，および勤
務先までの距離などを制約条件や効用関数の変数として，行動を最適化する。
このような分析により，建築材料の要素価格の?衡点が得られる。同様の方
法は，複数のデパートの間でのフロア設計などの問題に，応用可能であると
思われる。
２ 応用一般?衡モデルの基礎
２?１ 一般?衡分析の理論
経済学や財政学などの分野において，ワルラス（Walras）により示された
経済における一般?衡体系の有効性は古くから知られていた。しかし，一般
?衡を実際の政策に適用する場合には，解の存在だけではなく，その数値を
示す必要がある。すなわち，一般?衡の問題を実際に解く手順が必要となる。
このような背景の下で発達してきたのがいわゆる「応用一般?衡分析」
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（Applied General Equilibrium Model）である。
応用一般?衡分析の展開は，1960年代に米国の数理経済学者スカーフ
（Scarf）教授により?衡価格を逐次的に計算する方法が開発されたことを，
直接的なきっかけとしている［18］-［20］。その後1970年代に，ショーブンとウォー
リー（Shoven and Whally）の２人の財政学者を中心として更に研究が進め
られた［21］-［25］。応用分野としての一般?衡分析は，1960年代にはMeade,Joh-
nson, Harbergerらにより発展させられた伝統的な２部門モデルに基づき，
内国税や関税などの政策における議論として展開されてきたが［１］-［５］，近年
では，貿易政策，開発論，地域経済政策，エネルギー政策など幅広い公共政
策の評価に適用されている。特に，米国 Purdue大学のHertel教授によって
1992年から機関の設立と開発が開始されたパッケージソフトウェア GTAP
(Global Trade Analysis Project)が広く提供されるようになってからは，
一般的な政策評価ツールとなっている［17］。
ここで本論に入る前に，一般?衡理論についての最小限の前提を確認して
おく。経済の一般?衡モデルにおいては?種類の商品が市場に存在し，取引
の最適化が行われた結果として?衡が成立すると仮定する。消費者は予算制
約のもとで効用を最大化し，生産者は利潤を最大化する方向で行動を行う。
これらの主体において，?衡条件を満足する状態で市場価格，すなわち?衡
価格が形成される。?衡条件とは，すべての商品について需要と供給が同じ
であり，各産業については規模に関する収穫不変が成立する場合には，利潤
はゼロとする仮定である。
一般?衡モデルにおいては，消費者の初期保有だけを仮定する純粋交換経
済や，初期保有と需要および生産を分析に組み入れた生産を含む経済モデル
が設定可能である。
純粋交換一般?衡モデルにおいては?種類の商品があり，これらの価格は
ベクトル?＝???,??,...,???で表現される。??,??＝1,2,..,??は消費者の私有
する財?に関する初期保有を合計した経済全体における所与の量であり，
ξ???,?＝1,2,...,?は市場の需要関数である。この需要関数は価格に関して
０次同時であり，すべての価格を２倍にすると所得も２倍になるので，物的
需要量は不変であると仮定する。
― ―42
佐賀大学経済論集 第41巻第３号
需要関数は価格ベクトルに関して０次同次であるので，価格を正規化し合
計が１とする。
∑
??
?
??＝1 ⑴
これにより，商品の価格ベクトルは基本単体の上の点で表される。
もう１つの仮定としてワルラスの法則がある。すなわちあらゆる価格にお
いて市場需要の総額はその経済の賦与量の価値額に等しいとする。式で示せ
ば，次のようになる。
∑
??
?
??ξ???＝∑
??
?
????，?＝1,2, ...,? ⑵
別の表現では，市場超過需要の総額はゼロになるとする，次の表現になる。
∑
??
?
??ξ???－??＝0，?＝1,2,...,? ⑶
このような仮定のもとで，純粋交換モデルの一般?衡は
ξ????－?? 0，?＝1,2,...,? ⑷
となるような価格の組み合わせ??が存在することとして与えられる。特に
価格が正の場合には，等号が成立する。
２?２ 基本モデルと税の導入：概要
次節で土地投入・交通モデルを導入した応用一般?衡分析について述べる
前に，ここでは，税を含む標準的な?衡モデルとその解法についてその概略
を説明する。
本論文では，?の産業を仮定し，所得階層に分かれた? の家計，労働と資
本の２要素からなる，いわゆる?財２要素? 人モデルを?える。これに税
の導入を行った場合の政策を評価する。このモデルにおいては，特定の産業
部門の税率を低下させたり補助金を増加したときに，それぞれのセクターの
産出がどの程度増加するかを見積もり，その政策に実効性があるかどうかを
判断することができる。このために，最初に現在の状況を与えておいて，こ
の中でいくつかの項目（以下では政策パラメーターと呼んでおく）を変化さ
せたあとの?衡状態を求める。政策パラメーターの変更による産出額などの
数値変化が大きいと，その政策は有効であることが期待できる。
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以下では数式による説明を行う前に，税収を入れた場合の?衡解分析の概
要を説明しておく。政府により各種の税金が徴収され公共支出がなされると
き，競争市場においてプライス・テイカーである経済主体（生産者や消費者）
は，価格だけをパラメーターとして行動するのではなく，政府の徴収する税
金，あるいはその処分に影響を受ける。
公共支出は消費者への移転所得として使用され，その配分が固定されてい
ると仮定すると，合理的な消費者は，財や生産要素の価格だけではなく，移
転支出を得るために政府が見積もる予定税収を加えた，いわゆる拡張された
価格に基づいて行動するであろう。
財・生産要素の税抜き価格??,??,...,??，?，?と予定税収?がある値に決
まっていると仮定する。政府は，予定税収に従って移転支出を行う。消費者
は，生産者価格だけでなく，これらの移転支出を加算した税引き後所得と税
込みの財価格をもとに，自分の効用を最大化する行動をとる。これにより，
財の需要と同時に，供給を決定する。
このような経済主体の個々の行動の結果として，政府の税収??が決まり
超過税収??＝??－?が発生する。すべての経済主体の財・生産要素の，需
要別と供給別に集計をとったものから，それぞれの超過需要が決定される。
それぞれの価格に対して超過税収を含む拡張された財の超過需要および要素
の超過需要が求まるので，これらの合計がゼロとなる要素価格が?衡価格で
ある。
消費者の公的移転所得（政府からの移転支出）は予定税収と等しいので，
経済全体で観察すると，次の式が成り立つ。
要素所得の総額＋予定税収＝消費者の負担総額＋財の需要総額
財の供給総額＝生産者の負担総額＋要素支払いの総額
これらをまとめて，差額という視点から整理すると
超過需要総額＋要素の超過需要＋超過税収＝０
ここで，財の超過需要総額，要素の超過需要総額，超過税収は，次により
定義される。
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財の超過需要総額＝財の需要総額－財の供給総額
要素の超過需要総額＝需要総額－要素の供給総額
超過税収＝徴収税収－予定税額
以上から，税を含む標準的な?衡モデルとその解法が展開できる。この基
本モデルは日本経済モデルであっ て，パラメーター推定には様々な統計デー
タが活用されている。モデルとパラメーター推定の詳細については［27］［28］を参
照されたい。本稿では詳細に展開することをしない。このモデルのパラメー
ターが，後の佐賀県モデルにも多く流用されている。
基本モデルは資本・労働の２生産要素モデル（N財２要素M 人経済）であ
るが，本論文の目的のためには土地を新たに生産要素として導入する必要が
ある。また，住民（勤労者）の移動を?慮に入れるため，トリップの概念を
導入する必要がある。これらが次節以降における課題となる。
３ 土地利用・交通モデルを?慮した?衡分析
３?１ 財としての土地とトリップの導入
地域間の産業の連関を?察するためには，地域に立地する条件と，地域間
を移動する，いわゆる流通や輸送をモデルとして導入する必要がある。この
ようなモデルの拡張についての方法論として，広く用いられているものが，
土地利用と，交通手段による移動である，いわゆる「トリップ」の概念の導
入である。
通常の応用一般?衡においては，資本と労働が生産の２つの要素であるが，
地域における企業の立地を仮定した場合には，土地要素を導入することがな
される。具体的には，土地も生産における財の１つとして定義し，企業の生
産最適化の行動において，制約条件の変数に追加する。
したがって，この土地の要素価格も交換経済のもとにおいて，?衡が達成
されるように調整がなされる。具体的には?財２要素? 人経済に対して，
更に１要素が加わった?財３要素? 人経済となる。
次に，交通基盤の整備が直接的に影響を与える分野としては，企業におい
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ては最終的な生産財や中間財の輸送にかかるコストの削減，労働要素の移動
にかかわるコストの削減がなされることがある。家計においては，通勤のた
めの費用負担を予算制約に取り入れることがなされ，この項目において交通
基盤整備により，コストが削減されることがある。また，家計の消費行動に
おいても，買い物などの移動，すなわちトリップも消費財として計上される
必要がある。当然のことながら，交通基盤の整備は，この家計行動における
予算制約を，やや緩和する作用がある。
通常のモデルにおいては，これらは?慮されていないので，移動をモデル
化する方法として，広く用いられている概念である「トリップ」を導入する。
すなわち，輸送や通勤などの移動を距離やコストを?慮して，トリップとい
う単位で表現することがなされている。
したがって企業は，生産の最適化行動において，流通のコストを財として
取り入れたモデルによる選択を行う。同様に家計は，これまで述べたような
消費に対する効用を感じると同時に，ある地域に立地（居住）することによ
る効用を感じる。本論文では，話を簡単にするために，２つの効用の加法和
として総合された効用を仮定する。
３?２ 企業の最適化行動
生産関数をモデル化する場合に，一般的には応用が柔軟な CES関数が用
いられることが多いが，CES生産関数に含まれる１つのパラメーターである
資本要素と労働要素の代替の弾力性σ?の推定が，日本の産業においては一般
的に困難であることから，コブ・ダグラス型生産関数を用いることが望まし
いことが指摘されている。そして企業は資本と労働のほかに，土地を生産要
素として投入すると仮定する。生産財???＝1,2,...,??の生産についてコブ・
ダグラス型生産関数を仮定した場合には，第?産業部門の産出??は次のよ
うになる。
??＝γ??????????，δ??＋δ??＋δ??＝1 ⑸
なお，γ?は生産財?についての生産の規模パラメーターであり，δ??，δ??，δ??
は，生産要素を資本，労働，土地と区分した場合のウェイトパラメーターで
ある。
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ここで労働，資本の税無しの価格を，それぞれ?，?，土地の税無しの価格
（地代）を?とする。これらの税込みの価格は，それぞれ，??1＋τ??），??1
＋τ??），??1＋τ??となる。ただしτ??，τ??，τ??は労働税率，資本税率，土地
税率である。
このコブ・ダグラス型生産関数に対して，この産業の産出１単位当りの粗
要素費用である??1＋τ????＋??1＋τ????＋??1＋τ????を最小にする労働，
資本と土地の派生需要???，???，???は，次のようになる。
???＝ 1γ?
δ???1＋τ??
δ???1＋τ??
???δ???1＋τ??
δ???1＋τ??
??? ⑹??????????
?
? ???????
?
?
???＝ 1γ?
δ???1＋τ??
δ???1＋τ??
??δ???1＋τ??
δ???1＋τ??
??? ⑺??????????
?
?
?
????????
?
?
???＝ 1γ?
δ???1＋τ??
δ???1＋τ??
??δ???1＋τ??
δ???1＋τ??
??? ⑻??????????
?
?
?
????????
?
?
次に，第?産業で生産される第?財の需要を??とすると，生産技術の１次
同次性を仮定した場合には，財?の価格??は，１単位の産出量を生産するた
めの費用に等しい。税を入れた場合には，労働と資本および運輸サービスの
中間投入量のそれぞれについての税込価格は，??1＋τ??，??1＋τ??，??1
＋τ??となる。したがって労働とその税，資本とその税および，中間投入を?
慮した場合の関係式から，次が得られる。
???＝??1＋τ????＋??1＋τ????＋??1＋τ????＋∑
??
?
????? ⑼
これを投入係数行列?を用いて簡潔に表現すると，次のようになる。
???,??,...,???＝???,??,...,?????－???? ?
??＝??1＋τ?????＋??1＋τ?????＋??1＋τ????? ?
更に，商品分類と消費財の生産分類とは異なっているので，変換行列?＝
????を用いて，生産財の価格から消費財の価格へと変換する。そのため変換
の式???,??,...,???＝???,??,...,????を用いる。ここで??,?＝1,2,...,?は税金
を含まない消費財?の消費者価格である。
なお，企業の行動最適化において輸送のモデルを導入し，生産地から消費
地に向けての輸送を導入し，更に，輸送業者の最適な行動を求める方法論も
ある。しかし，その間の生産地と消費地の価格差を推定する方法が明確でな
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いことや，輸送だけを取り出す利点が見られない。したがって，本論文では，
輸送サービスを通常の中間財の投入と同じレベルとして処理し，特別なモデ
ルを導入することは行っていない。
３?３ 家計と政府の定式化
家計の消費に対する効用にある，交通を利用する効用を加えた総合的な効
用を，以下のように表現する。ただし，??は商品?の価格であり，??は第
?消費者についての消費財?への商品需要である。本論文ではM 人経済を
想定していることを想起されたい。
??＝?∑
??
???
?α??????????????? ?
ここでα?は家計?が設定する，消費財?に関するシェアパラメーターであ
り，μ?は家計?が設定する代替の弾力性である。また，ρ?＝?μ?－1?/μ?と
して定義する。
ここで通常の?財に加えて，合計に含まれている第?＋1番目の変数
?????が，旅客運輸の消費量を表している。なお変数?????は，通勤とそ
の他の旅行などの区別はしていない。この効用を，以下のような予算制約の
もとで最大化する。
∑
??
?
???＋???????＝????＋????－??＋?? ?
ここで，変数??（それぞれ?地域に対し定義されるので，??）は旅客運輸
の一般化価格であり，次のように表現できる。
??＝??＋?∑
??
?
???? ?
なお，??はあとで定義される地区?に居住する家計が勤務する地区?へと通
勤する確率であり，??はこの場合における交通の単価である。
さらに，?式において??は消費者（第m家計）の所得税額であり，以下
のように定式化される。
??＝τ???????＋????－?? ?
ここでτ??と?はそれぞれ，限界税率と課税最低水準であり，???，???は
２つの生産要素の初期保有（家計あたり）である。
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また，??や??については以下の関係が成り立つ。
??＝????，??＝θ??，∑
???
?
θ?＝1，∑
???
?
??＝? ?
ただし，??は第?家計階層の世帯数であり，??，??は，それぞれ消費者?
への政府から家計１世帯あたりへの移転所得と，この家計階層全部の合計で
あり，θ?はその家計階層?への移転額が全体?に占める率である。本論文
では政府の収入は全額移転支出に用いられると想定している。
ちなみに，ここで政府の総税収??について示せば，以下のようになる。
??＝∑
??
?
∑
??
?
τ????＋∑
??
?
τ????＋∑
??
?
τ????＋∑
??
?
τ????
＋∑
???
?
τ???????＋????－???? ?
ただし，??は，前に関係式を導出した第?消費者の第?商品を購入する量
である。パラメーターτ??は生産財にかかる消費税であり，簡単のため消費財
と同じ税率で一定値としておく。以上から，家計効用最大化の解である消費
者の需要関数は以下のようになる。
??＝α???，?????＝
α????
?? ，??＝
?????＋????－??＋???
????∑???α??????? ???? ???? ?????????????
３?４ 家計による立地選択行動
ここで，家計による立地選択行動を明示的に導入する（ここでは，特に武
藤慎一，上田孝行らの研究を参?にしている［10］）。家計はまず企業の立地する
場所に従業員として存在する。彼らが利便性を?慮に入れて住居地を選ぶと
いうモデルを設定する。すなわちこのモデルでは，まず企業（産業）に所属
するものとしての従業者が各地に存在し，彼らがどこの住民になるかを選ぶ
というモデルとなる。
ここで地域別の従業員数を観測するのは容易であるが，これらの従業員が，
どこの地域に居住するかを観測するのは困難である。したがって，通常用い
られる方法として，家計は住宅の立地として効用を最大化するように選択を
行うモデルを仮定し，このモデルにおける家計の最適化行動の結果として，
居住地の選択，すなわち立地の選択がなされるとする方法を用いる。
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家計が住宅の立地を選択する効用関数については，通常の消費財の購買行
動を記述する場合の効用関数と同じような効用関数が，以下のように仮定さ
れる（家計全体の効用は，消費から得られる効用と，立地から得られる効用
の加法和として定義されている）。
?＝?∑
??
?
β?????????? ?
ただし，??を地域?に居住するために利用する住宅の量，β?は地域?に勤
務する家計の居住地?選択に関するシェアパラメーター，μ?は地域?に勤務
する家計のとる代替の弾力性であり，ρ?＝?μ?－1?/μ?である。ここで??を地
域?に勤務する家計の住宅へ支払う予算の総額として定義すると，予算制約
は次のようになる。
??＝∑
??
?
???? ?
なお??は地区?における地価である。予算制約のもとで効用関数を最大
化する解を求めることにより，地域に居住する量は次のようになる。
??＝ β?????∑???β???????? ??????????
いま確率???＝????式??を，地域?に勤務する家計（労働者）が，居住を
地域?に選択する確率として定義すると，????＝????となるので，この地域
に居住する確率は以下のように与えられる。
??＝ β?
∑??β?????? ?
??????
ここで，地区?の土地の価格??は観測可能であると仮定しておく。した
がって，家計労働者の通勤による移動から，地域?から地域?に通勤する家計
数??と，地域?に居住する家計の数??について，次のような関係が得られ
る。
??＝???，??＝∑
??
?
?? ?
ただし??はゾーン別従業人口数であり，固定である。
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３?５ 経済全体の?衡
最後に，経済全体の?衡について整理しておく。第?所得階級（第?家計）
の世帯数を??とすると，消費財の国全体における消費需要は，次により与え
られる。
??＝∑
???
?
????，?＝1,2,...,? ?
この数値は消費財の表示であるので，これを生産財表示に変換する。
??＝∑
??
?
????，?＝1,2,...,? ?
更に，この消費需要に政府と対家計民間非営利団体の最終消費支出???，
???を加えて，更に輸出需要???を加えて，輸入???を引いて最終需要（数
量表示）が求められる。
??＝??＋???＋???＋???－???，?＝1,2,...,? ?
生産財に対する最終需要がこのように決まるので，それぞれの産業におい
て生産すべき産出量??は，次の示す式で与えられる。
???,??,...,????＝??－??????,??,...,???? ?
生産財の産出量が決まるので，産出１単位あたりの要素需要???，???，???
をかけて，この産業?における要素需要??，??，??が次のように決まる。
??＝????，??＝????，??＝????，?＝1,2,...,? ?
また，これらの要素需要を合計したものが，経済全体の労働と資本の総需
要??＝∑??，??＝∑??，??＝∑??である。
４ キャリブレーション
４?１ 効用関数と生産関数のパラメーター推定
次にモデルを確定するには，消費者の効用関数とこれにともなう需要関数
のパラメーター，産業における生産関数およびこれに付随する要素需要関数
のパラメーター推定を行う必要がある。すなわち，現実に観測されるデータ
からこれらの関数が適合するように，パラメーターを推定する作業が必要と
なる。
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パラメーターの推定方法として以下ではキャリブレーション（calibra-
tion）による方法を用いる。すなわち，観測される現在の状態を現実の経済の
１つの?衡状態とみなしてパラメーターを決定論的に推定する方法である。
この方法においては，関数の変換などを用いて分かりやすい形に変形するな
どの手段が用いられる場合もあるが，基本的には関数の形状を仮定して，こ
れに現実の観測データの当てはめた場合に，最も望ましい数値を推定するこ
とが基本となる。
最初に，生産関数のパラメーター推定について述べる。
生産関数のパラメーター推定
本論文では推定できるパラメーターの制約からコブ・ダグラス型生産関数
を仮定している。この生産関数に含まれるパラメーターの推定は，生産財の
付加価値を用いて行われる。生産財?の付加価値??は，次のように表現され
る（⑸式の再録）。
??＝γ??????????，δ??＋δ??＋δ??＝1 ?
要素税抜きの労働価格と資本価格に対して，第?産業においてかけられる
労働税率と資本税率をτ??，τ??とする。これにより，産業の直面する税込みの
要素価格は，それぞれ，??1＋τ??），??1＋τ??，??1＋τ??となる。基準?衡に
おいてはいずれの要素価格も１であるので，?＝?＝?＝1とする。
一定の大きさの付加価値を得るための粗要素費用の最小化の条件より，付
加価値関数のシェアパラメーターについて，次の関係が求まる。
δ??＝?1＋τ??/??，δ??＝?1＋τ??/??，δ??＝?1＋τ??/?? ?
??＝?1＋τ????＋?1＋τ????＋?1＋τ???? ?
更にパラメーターγ?は，各産業における利潤ゼロの条件，すなわち付加価
値額が粗要素費用に等しいことから，次のような関係式を用いて求められる。
γ?＝??/??????????? ?
効用関数，需要関数のパラメーター
消費者の効用関数，需要関数のパラメーターには，商品?と家計?につい
てシェア・パラメーターα?，消費における代替の弾力性μ?があるが，これ
らについてもキャリブレーションを用いて観測データから推定される。これ
らを精密に推定する方法を適用することも可能であるが，一般的に，シェア・
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パラメーターα?は家計ごとに大きな数値的な差異がないことや，消費にお
ける代替の弾力性μ?については，家計ごとに１つの値をとることを仮定し
ているので精密な推定があまり期待できないことがある。このようなことを
?慮して，本論文では次のような簡便な推定方法を用いている。
まず，シェア・パラメーターα?については家計の支出マトリクスがあるの
で，これを直接利用することにした。すなわち，第?家計に相当する第?列
の要素を合計すると，この家計が消費財?へと支出する比率を与えるので，こ
れをα?として用いている。
次に，消費者の行動についての各種の調査が利用可能であるとの前提で，
消費財についての価格弾力性についての家計の認識度を，消費における代替
の弾力性μ?として用いた。まず，推定を導出する式を示す。
いま，家計?の消費財?への価格弾力性は，財?の購入数量を??，価格
を??とすると，次の式で定義される。
???
?? /
???
?? ?
???
???
??
?? ?
?
?????
?
?
?
???
?
?
?
????
?
?
?
???
?
?
需要関数については，予算制約のもとで，それぞれの商品?について次の式
が導出される。
??＝α??/????∑
??
?
α???????，?,?＝1,2,...,? ?
ただし?は家計の所得である。
需要関数を微分すると，次のような関係式が得られる。
???/???＝－μ?α?????????∑
??
?
α?????????
－α???????∑
??
?
α????????1－μ??α?????? ?
この式から，価格弾力性は次のように計算できる。
????/??????/???＝－μ?－?α??1－μ???/??????∑
??
?
α??????? ?
????/???????/???＝?α???1－μ???/??????∑
??
?
α??????? ?
更に，すべての価格は１に等しいと仮定され，また財へのシェアパラメー
ターの合計は１であり∑?α?＝1と仮定すると，次のように簡単化できる。
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????/??????/???＝－μ?－α??1－μ?? ?
（???/???????/???＝－α???1－μ?? ?
この式は同時にシェアパラメーターが小さい場合には，次のように近似で
きる。
（???/??????/????－μ? ?
（???/???????/????0 ?
これらの式から，パラメーターμ?は推定される。
住宅地選択の効用関数のパラメーター
家計の行動についての各種の調査が利用可能であるとの前提で，住居選択
についての価格弾力性についての家計の認識度を，消費における代替の弾力
性μ?として用いた。勤務地に就業する従業員が居住地を選択する効用関数
において，含まれているシェアパラメーターと代替弾性値の推定について，
上に述べた消費財の選択におけるパラメーター推定と同様の方法が適用でき
る。式??における消費財の価格弾力性の近似式を，式?に示す居住地選択
の効用関数から計算される価格弾力性の式の導出に適用すると，次のような
近似式が得られる。
????/??????/???＝－μ?－?β?1－μ???/??????∑
??
?
β??????? ?
????/???????/???＝?β??1－μ?）?/??????∑
??
?
β??????? ?
更に，すべての価格は１に等しいと仮定され，また財へのシェアパラメー
ターの合計は１であり∑?β?＝1と仮定すると，次のように簡単化できる。
????/??????/???＝－μ?－β??1－μ?? ?
????/???????/???＝－β??1－μ?? ?
この式は同時にシェアパラメーターが小さい場合には，次のように近似で
きる。
????/??????/????－μ? ?
????/???????/????0 ?
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４?２ 超過需要と?衡点
土地利用と家計による居住地選択を取り入れた場合の?衡分析における要
素ごとの超過需要は以下のように書くことができる。
まず企業による生産に関しては以下のようになる。
λ?＝∑
??
?
??－∑
???
?
???，λ?＝∑
??
?
??－∑
???
?
??? ?
また，超過税収λ?の計算も以下のように行われる。ただしここでは消費者
への移転支出を想定しており，消費者?が受け取る移転額を??とする。
λ?＝??－∑
???
?
??，??＝???? ?
次に土地の重要と供給を価格レベルで記述すると，まず企業の業務用の土
地に関しては，企業の移転を?慮しないので土地利用に関する超過需要は合
計だけの比較分析になり，次のようになる。ただし，価格表示である。
λ?＝∑
??
?
??－??，??＝???? ?
ここで，??は産業?が土地を利用する場合に当面する要素需要であり，土地
の要素費用に生産数量をかけたものである。また，??は業務用の土地の初期
値（初期保有?である。
ワルラス?衡条件から，次が満足される必要がある。
λ?＋?λ?＋?λ?＋?λ?＝0 ?
また，モデルにおいて１次同次の関係にあることが分かるので，以下の拘
束条件が加えられる。
?＋?＋?＋?＝1 ?
これらの超過需要が過不足なくゼロとなる?，?，?，?の値が?衡点にな
る。
家計による居住地の土地に関しては，居住地選択を可能としている仮定を
取っているので，地区ごとに需要と初期供給（初期保有）との関係が得られ
る。しかしこの場合には，土地の価格が既知であるとしている仮定をはずし
て，需要と供給の関係で土地の価格が左右されるとするようにモデル化を行
う。すなわち，??は?地区に就業する家計が?地区に住居を持ちたいとする
量であるので，これを地区について集計し，価格ベースで式を書くと，次の
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ような関係が成立しなければならないことが分かる。
∑
??
?
????＝?? ?
したがって，超過需要の計算に用いるのではなく，土地の価格の変動を求め
る等式として利用する。ここで，??は地区?における居住用の土地の初期値
（初期保有）である。
一方，この式の中で，変数??は，住居選択のシェアパラメーターβ?と地
区?に勤務する家計の住居への支出合計??を既知とした場合には，土地価
格??を未知の変数として含む式で記述されている。したがって，上に示した
式は，β?，??が既知である場合に得られる，元の数が?である連立の非線形
方程式になっている。これを用いることにより，地区?における住居用の土地
の価格を推定することができる。
なお，この関係式を逆に用いると，地区?における住居用の土地の価格が観
測から得られる場合に，地区?に勤務する家計の住居への支出を推定するこ
とに，用いることができる。
５ 佐賀県モデルへの適用のためのデータ
５?１ 地域産業連関表と産業部門
以下では，本論文でこれまで述べてきた土地利用・交通モデルを含む応用
一般?衡による社会基盤整備のモデル分析を，佐賀県における?衡分析に適
用する。このため，佐賀県に固有のデータを収集することになるが，佐賀県
において独自に実施される統計調査には，数的および質的に限界があるので，
適宜，全国にまたがる調査の結果を流用する。例えば，企業における資本税
や労働税，あるいは家計の負担する税については，全国を１つの単位として
なされた調査に比べて，多少の差異が存在することは否めないが，佐賀県域
でこのような調査を実施することは簡単ではない。
まず，表１には佐賀県における地区の定義が示されている。この地区の定
義は，家計が居住地を選択する場合に使用されるが，佐賀県が進めている将
来の道路整備計画に関連するものであるので，最初に示しておく（道路整備
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計画は都市だけを問題にしており，地区設定はしていない。したがってこれ
らの地区設定は本論文限りの恣意的なものであるが，都市圏としてよく用い
られていたものを流用している）。表２には，佐賀県における道路整備計画に
より達成されるであろう，地区間の交通の時間短縮の見積もりを示している。
次に表３には24の産業部門と，その部門に所属する産業を示している。
もとの佐賀県の地域産業連関表においては，大分類として32部門が採用さ
れているが，日本全体についての解析事例との整合性を?慮して，24部門と
している。途中の段階において分類不明をその他サービス業にまとめている。
地 区 中心自治体 その他旧市町村
諸富町，大和町，富士町，三瀬村，川副町，東与賀町，久保田町，小城町，佐 賀 市佐 賀 市
鳥 栖 市
唐 津 市
伊万里市
武 雄 市
多 久 市
鹿 島 市
鳥 栖 市
唐 津 市
伊万里市
武 雄 市
多 久 市
鹿 島 市
三日月町，牛津町，芦刈町，三田川町，東脊振村，神埼町，千代田町，脊振村
基山町，上峰町，中原町，北茂安町，三根町
浜玉町，厳木町，相知町，北波多村，肥前町，鎮西町，呼子町，七山村
山内町，北方町，有田町，西有田町，塩田町，嬉野町，大町町，江北町
白石町，福富町，有明町，太良町
表１．佐賀県における地区の分類（2000年現在)
表２．佐賀県における道路整備による時間短縮計画（上：現行時間（分），下：計画時間（分）)
現 行
計 画
佐賀市
佐 賀 市 0
佐賀市
佐 賀 市 0
36
63
63
35
26
56
鳥 栖 市
唐 津 市
伊万里市
武 雄 市
多 久 市
鹿 島 市
34
49
46
36
25
36
鳥 栖 市
唐 津 市
伊万里市
武 雄 市
多 久 市
鹿 島 市 50 45 28 17 25 0
35 29 29 19 0
44 53 22 0
54 32 0
55 0
0
71 78 61 30 41 0
38 41 45 17 0
47 54 35 0
75 43 0
75 0
0
鳥栖市 唐津市 伊万里市 武雄市 多久市 鹿島市
鳥栖市 唐津市 伊万里市 武雄市 多久市 鹿島市
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以上のような部門の集約を行いながら，佐賀県の地域産業連関表の再編成を
行う。産業連関表の再編は容易であり公表されているデータであるので，こ
こでは，再編後の形式についても省略する。
なお，佐賀県に関するデータについては，必ずしもこのような 24部門の分
類にしたがっていないものも存在する（土地など土地利用統計に基づくもの
など）が，そのようなケースにおいては，例えば産業部門における雇用者所
得や営業余剰に応じて配分（按分?することにより推定している。
また家計が消費する，いわゆる消費財は産業が生産する生産財とは分類が
異なっている。そのため，どの産業部門がどの消費財を適用するかという，
変換の表が準備される。表４には，この例を示している。
卸売り小売業
金融・保険業
不動産業
運輸・通信業
サービス業
政府サービス
対家計民間非営利サービス
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
鉱業
食品・飲料・たばこ
繊維
パルプ・紙
化学，
石油・石炭製品
窯業・土石製品
一次金属
金属製品
一般機械
電気機械
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
表３．産業部門の番号と所属する産業分類
部門番号 所属する産業 部門番号 所属する産業
1 農林水産業 13 輸送機械
精密機械
その他の製造業
建設業
電気・ガス・水道業
運輸
通信
レクリエーション・文化サービス
教育
書籍・新聞
11
12
13
14
15
16
17
18
非アルコール飲料
アルコール飲料
たばこ
衣服
履物
家賃
光熱費・水道料
家具
2
3
4
5
6
7
8
9
部門番号
表４．消費財の分類と番号
所属する消費財 部門番号 所属する消費財
1 食品 10 家具
家庭器具
寝具類・家計雑貨
医療
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５?２ 産業別の粗要素費用
次に，佐賀県における産業の粗要素費用を推定する。
⑴ 資本要素と労働要素
産業の産出に相当する粗付加価値は，営業余剰，雇用者所得，輸入税を除
く間接税から補助金を引いたものと，固定資産減耗から構成されている。以
上の結果を用いて，最終的に，応用一般?衡分析に必要なデータとしてまと
める。まず粗資本所得に相当する営業余剰については，産業連関表における
付加価値の項目から直接的に抽出を行う。ただし，あとで推定することにな
る粗土地要素に相当する地代は，本来営業余剰に含まれているはずのもので
あるため，営業余剰からその部分を控除している。
このように営業余剰を利用して粗資本要素を推定することができるが，し
かしながら，資本税についての推定を県の単位で行うことが極めて難しいの
で，本論文では，既に全国のデータから産業ごとに推定してある資本税の税
率を適用することにしている［27］［28］。表５には産業別の資本所得と資本税率
（資本所得に対する法人税，法人住民税など比率?の推定を集計したデータを
示している。
次に，産業が支払う労働所得と労働税（主に雇用者に対する社会保障負担）
について集計する必要がある。労働要素の推定を簡単にするために，ここで
も佐賀県の地域産業連関表における雇用者所得を，そのまま粗労働所得とし
24909826
12303671
39137574
6440533
4624524
25642
56642213280572471
資本所得部門資本所得部門
表５．産業別の資本所得と資本税の推定（所得単位：10億円)
資 本 税
1150112
24221
3259044
5126812
32517857
9148990
8342057
19320719
7246571
18596676
5715
31455
資 本 税
24615280
767022
26321002
531504
3078477
4883302
215731
1646616
2017033
1900670
3873171
432199412
11
10
9
8
7
6
5
4
3
2
3755295
3351890
3077551
2046670
1793073
111746
4089486
3346597
962312
23592349
208097
24
23
22
21
20
19
18
17
16
15
14
2033512
410546
45638755
9691372
99194512
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て用いている。粗労働所得から労働税を引いたものが，労働所得である。し
かしながら，労働税の税額を佐賀県の単位で推定することは極めて難しいの
で，資本税の推定の場合と同様に，労働税に相当する社会保障負担について
は，以前求めている全国における推定値を用いている［27］［28］。
この結果をまとめたものが，表６である。粗労働所得は雇用者所得に等し
いので，この数値から労働税を引くことにより，労働所得，すなわち労働使
用が推定される。あるいは逆に粗労働費用は労働使用に労働税を加えたもの
である。
⑵ 土地要素
産業の粗要素費用を推定する場合に，資本要素と労働要素については，産
業連関表から直接的に求めることができる。土地に関しては確立した情報源
は存在せず，本論文だけに用いる定義とならざるをえない。本論文では，佐
賀県市町村課（当時）が作成してきた「市町村税に関する資料」（平成12年度）
を用いて，土地に課税される固定資産税のデータから，地価（固定資産税決
定価格）や土地税（固定資産税課税標準に対する税）の情報を取り出すこと
とする。
まず土地利用を地代により代表させることについての仮定を述べる。
一般に，土地要素（土地利用）に対応する地代は，多くの研究調査でも理
970740
2925611
1636857
73401
2739476
1753818
4335294
4225865
5385768
451094
40297585
144986108
39994080
196316535
54164170
8543802
97030451
334270334
239378550
1395853
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
1856699
54632012
8684892
22333912
13349327
619599
18157519
12713745
33150049
30935694
44156399
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
表６．産業別の労働所得と労働税の推定（所得単位：10億円)
部門 労働所得 部門 労働所得
1 20917615 13 153639711544674
労 働 税
2208456
労 働 税
54498
5118986
17741411
5148027
24035944
5957645
236972
14909956
34862209
35517577
136025
388611
6799523
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論値に過ぎず，実態として存在するものではないことなどを?慮して，本論
文では，固定資産税決定価格を用い地価とし，これに地代率を掛けて算定し
ている。この場合，実際の価格は一般に公示価格の７割であるということを
?慮し，更に地代率はリスクフリーレートとし，10年国債（長期金利）の1.8％
とした。
また，産業ごとの地代を計算する必要があるが，税務統計では産業別の分
類がなされていない。ここでは，土地利用統計（平成10年法人土地基本調査）
において，産業別大分類（12部門）で，土地の地目を分類して面積表示して
いるものがあるので，これを用いて地目ごとの固定資産税決定価格を産業分
類ごとに按分している。また，運輸通信部門やサービス部門については，こ
の大分類では不十分であり，不動産サービスの中間投入量で按分することと
した。
これをまとめたものが表７である。なお，固定資産税については地区ごと
に集計されているデータがある（産業は12部門）ので，ここではやや精度を
改善する意味で，産業×地区ごとに従業員数を推定している。
しかし，このままでは，本論文で用いている24部門の産業分類とは異なる
ので，何らかの補完を行う必要がある。このデータを補完する方法にはいく
つかのものが?えられるが，本論文では，企業の従業員数に応じて産業に配
分することにした。土地統計に基づく大分類においては，農業漁業や電気ガ
スなどの部門は本論文と同じ分類であるが，製造業は１つの分類しかなされ
ていない。そのため，従業員の数は産業における雇用者所得に比例すると仮
定して，製造業の中の中分類，具体的には，食品・飲料・たばこからはじま
り，その他の製造業にいたるまでの分類に対して，製造業の従業員数による
按分を行っている。このようにして推定した，産業ごとの従業員数を表８に
示している。
⑶ 生産関数のパラメーター推定
以上のようなデータが準備されると，生産関数のパラメーターである規模
のパラメーターγ?，および弾性値であるδ?を推定することができる。本論文
の前の節で述べた推定方法を用いると，表９に示すようにパラメーターが推
定される。
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部門 土地要素 部門 土地要素
1 4842137 13 3037255
2951886
1237313
41046
21918931
3034763
8964348
54946507
356675
30526111
4855902
241484
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
1564660
4531329
3122469
509408
2546731
1352180
59150
1203134
524391
352403
4981561
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12 809595
57272
85223
195531
9612
219754
413890
82788
507458
739304
285756
835086
土地への税
38929
782814
4921080
56508
5058035
1423708
457374
3562231
6670
201086
479735
493610
土地への税
表７．土地要素と税の推定（単位：10億円)
表８．産業部門に従事する従業者数
農林
佐 賀 14719 70 4903 770 2016 1196 55 1668 365 789 2992 2806
鉱業 食品 繊維 パルプ 化学 石油 窯業 一次金属 金属製品 一般機械 電気機械
1049
1520
248
771
1630
619
1118
1620
264
822
1738
660
295
427
69
217
458
174
136
197
32
100
212
80
623
903
147
458
969
368
20
29
4
15
32
12
447
647
105
328
695
263
754
1092
178
554
1171
444
288
417
68
211
447
170
1833
2656
433
1348
2849
1081
181
13
85
38
42
74
10465
2762
1383
3921
6241
10110
唐 津
鳥 栖
多 久
伊万里
武 雄
鹿 島
鹿 島
武 雄
伊万里
多 久
鳥 栖
唐 津
872
2297
1087
349
2142
1478
309
814
385
124
759
524
8
23
11
3
21
15
4619
7034
3616
1519
4683
9210
94
242
140
28
298
990
6330
12489
6003
2121
11446
14288
664
1093
502
149
1221
1158
57
121
73
23
322
190
1276
2369
1394
563
4950
3247
8493
16495
7126
3122
15237
18125
1311
2103
948
504
2553
2592
33
56
15
11
205
106
対家計政府サービス運輸通信不動産金融保険卸小売電気建設その他製造精密機械
4958509478268115950516938427961166054014023954佐 賀
輸送機械
? γ? ? γ?
1 3.536 13 2.447
1.819
2.033
1.482
4.005
1.689
2.942
2.56
1.834
2.208
1.281
2.581
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
4.428
3.422
2.733
2.26
3.589
3.236
1.893
2.684
1.813
2.101
2.399
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12 0.127 0.781 0.091
0.169 0.822 0.01
0.116 0.87 0.014
0.204 0.726 0.07
0.141 0.856 0.003
0.126 0.267 0.606
0.333 0.557 0.11
0.199 0.783 0.018
0.101 0.653 0.246
0.428 0.527 0.045
0.192 0.443 0.365
0.652 0.278 0.07
δ?? δ?? δ??
0.533 0.395 0.072
0.001 0.978 0.02
0.137 0.787 0.076
0.131 0.866 0.003
0.633 0.047 0.32
0.32 0.579 0.1
0.087 0.898 0.014
0.504 0.317 0.179
0.066 0.933 0.001
0.144 0.83 0.026
0.013 0.127 0.861
0.075 0.77 0.155
δ?? δ?? δ??
表９．パラメーターの推定
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５?３ 家計の行動
家計の行動について，佐賀県の単位で所得階層ごとのデータを得ることが
極めて難しいことと，本論文で示すシナリオ分析においては，家計の階層の
違いを直接?慮することはないので，家計は全県で１つにまとめておく。す
なわち，これまで述べた家計の行動における理論式では第?番目の家計を記
号の?で区別したが，これを行わずに，全部の家計を合計したものを推定値
として用いる。
したがって，家計の行動を推定するためのデータは，産業連関表などのデー
タから直接的に求めることができる。すなわち，最終的に家計の要素保有，
すなわち労働と資本の初期要素保有を推定する。同時に家計の初期保有に対
する税率も求めておく。
一般的には，家計に対する所得税や直接税などを個別に推定する必要があ
るが，応用一般?衡の仮定においては，これらはすべて家計の初期保有の総
額に対する「税」として取り扱われる。このデータについても佐賀県の単位
で推定することは極めて困難であるので，本論文では，以前全国を単位とし
た場合に求めた推定値［27］［28］を，そのまま流用する。本論文では，これらの税
を個別に求めることは行うが，総額としてまとめたものを「初期保有に対す
る税」として集計する。この「税額」を集計したものが，表10．家計別の初
期保有に対する税の推定である。
家計別の移転所得
次に，それぞれの家計階層の世帯が受け取る移転所得について推定する。
家計の受け取る移転所得は，拠出年金，福祉年金・恩給，医療給付，その他
の公的給付の，４つの公的移転所得と，私的給付にあたる私的純移転所得か
らなる。これらのデータは，「社会保障統計年報」「国民経済計算年報」の第
１部付表11「一般政府から家計への移転の明細表（社会保障関係）」と，家計
の項目の「所得支出勘定」から得られる。このデータについても佐賀県の単
位で推定することは極めて困難であるので本論文では以前全国を単位とした
76.7127.9
税の総額資本要素
453.9
労働要素
表10．家計の平?労働要素・資本要素の初期保有とこれに対する税（単位万円)
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場合に求めた推定値［27］［28］をそのまま流用する。
これをまとめた表を表11に示す。
家計支出行列
一方，消費財については生産財から除外される商品も含まれるので，やや
異なる分類がなされる。例えば，食品，たばこ，衣類，家具など，１つの産
業から生産されるものがやや細分されたり，医療，教育など産業分類にはな
いものを定義している。このように定義された生産財と消費財について，そ
の数量を推定する必要がある。これには「国民経済計算年報」や「家計調査
年報」などの公表データが利用可能である。なお，この推定された家計支出
行列は，いくつかの事例が示されているので，ここで表示することは省略す
る。
消費者の効用関数，需要関数のパラメーターには，シェア・パラメーター
α?，消費における代替の弾力性μ?があるが，これらについてもキャリブレー
ションを用いて観測データから推定される。すでに述べたようにシェア・パ
ラメーターα?については，家計支出行列の数値を用いて推定を行う。
消費における代替の弾力性μ?については，式?～?において導出したよ
うに，消費財に対する価格弾力性の値から直接求めることができる。しかし
ながら，消費財全般についての代替の弾力性の調査結果が，デンマークでの
事例などを除いて極めて少ないことや，国による差異も見られるなど，直接
的に利用できるデータがない。また本論文の仮定では，家計が設定する代替
の弾力性μ?は近似的には，消費財にかかわらず１つの数値をとるので，現在
までの入手可能なデータを参?にして，家計における調整項を加えて，近似
的な推定値を用いることとする。具体的には，電気料金，ガソリン，医療サー
ビス，医薬品，およびいくつかの製造業に関連した消費財についての価格弾
力性の調査結果である。また，本来所得の高い家計においては，通常，相対
的に多い財を購入していること，支出の額も相対的に大きく，価格弾力性は
マイナス方向に大きいと仮定する。しかしながら本論文では，このような家
36.4040.4710.55
その他医療給付公的年金無拠出年金
30.99
拠出年金
表11．家計の移転所得平?の推定（単位万円)
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計階層ごとのパラメーターを採用しないで，１つの家計とパラメーターだけ
を仮定しているので，平?的な数値として，μ?＝0.456を用いている。
家計による居住地選択行動の効用関数のパラメーター推定
家計による消費財の効用関数のパラメーターの推定と同様に，家計による
居住地選択行動の効用関数のパラメーターβ?を推定することが必要になる。
具体的には家計が勤務先である地区?において労働する場合に，居住地を地
区?とすることをシェアパラメーターβ?で表現すると?え，この数値を，家
計の行動から推定する。最も簡単な方法は，サンプル調査などにより，勤務
先の労働者がどこに居住しているかの調査を利用することである。ここでは
国勢調査データから，表12に示すような推定値を求めることができる。
表13には，佐賀県市町村税務統計から推定した，それぞれの地区の土地価
格を示している。なお，家計による居住地選択の効用関数における代替の弾
力性パラメーターμ?,?＝1（家計は１つだけである）は，居住に関する価格弾
性値から１つだけを推定することになる。このため，全国規模の調査データ
が利用可能であるので，平?的な数値としてμ?＝0.2を採用することにした。
５?４ ?衡解
ここではこれまで述べたモデル分析における?衡解を示しておく。この解
法においては，最初の粗い近似解をスカーフアルゴリズムにより求めておい
0.000 0.003 0.852 0.096 0.006
0.071 0.002 0.687 0.007 0.059 0.013
0.001 0.870 0.001 0.000 0.002 0.001
0.959 0.000 0.006 0.015 0.006 0.001
0.007 0.032 0.017 0.002 0.023 0.019
唐津 鳥栖 多久 伊万里 武雄 鹿島
表13．それぞれの地区における土地価格の推定
佐賀 唐津 鳥栖 多久 伊万里 武雄 鹿島
0.031 0.001 0.001 0.003 0.001 0.089 0.874
表12．家計の居住地選択の効用関数のパラメーターβ?の推定
row/col＝?，? 佐賀
佐 賀 0.900
0.011
0.124
0.160
0.009
0.043
0.031
唐 津
鳥 栖
多 久
伊 万 里
武 雄
鹿 島 0.001 0.001 0.003 0.001 0.089 0.874
0.005 0.001 0.011 0.034 0.841 0.066
0.035
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て，更に精密な解をメリルアルゴリズムにより求めている。なお，このよう
な一般?衡の解を求める手順については多くの著書があるので，ここではそ
の詳細は省略する［５］［22］［27］［28］。
なお，これらのアルゴリズムを適用するにあたり，観測された変数を直接
用いるのは適切ではないので，適当な正規化（相対化）を行っている。この
解が求まる，それぞれの段階の中間結果の表示は，省略する。最終的に得ら
れた?衡解と，これにより得られる産出などを，表14～18にまとめている。
解は相対的な値であるので，この?衡解から政策変更による解の移動の相対
的な大きさだけが重要である。
本論文では，応用一般?衡による土地利用・交通整備の波及効果分析を行っ
た結果を，地区ごとに検証することを目的としている。そのため，通常の産
業ごとの産出額の分析に加えて，表18においては，これらの波及効果を地域
について求めたものも示している。具体的には，全県的に活動する産業では
あるが，その地区における分布は従業員数に比例すると仮定し，地区ごとの
産業の従業員分布を推定しているので，これを逆に利用して，産出などを，
それぞれの地区に配分しなおすデータとして用いている。
表14．?衡解（要素価格?，?，?，?の?衡点?
表15．?衡解（価格??，??の?衡点)
要素価格 ?＝0.1034，?＝0.00232，?＝0.1343，?＝0.7609
? ?? ? ??
1 0.036 13 0.0740.024
??
0.061
??
0.176
0.045
0.052
0.039
0.035
0.021
0.009
0.085
0.17
0.044
0.028
0.05
0.038
0.032
0.05
0.038
0.076
0.05
0.086
0.041
0.058
0.045
0.085
0.122
0.058
0.147
0.111
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
0.039
0.038
0.039
0.041
0.044
0.009
0.049
0.041
0.046
0.07
0.123
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
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表16．?衡解（?衡需要??)
? ?? ? ?? ? ??
1 233.2 7 290.412 13 67.932
7.17
38.771
17.912
7.394
107.706
14
15
16
17
18
29.245
8.003
24.304
26.18
53.538
8
9
10
11
12
8.266
22.026
17.005
71.737
10.567
2
3
4
5
6
表17．?衡解（?衡における産出??および労働と資本要素??，??)
部門 ?? 部門 ??
1 22.329 13 11.081
1.43
30.078
12.591
29.169
46.725
26.437
60.11
40.832
125.374
28.741
5.552
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
1.392
41.747
9.372
22.49
22.187
10.692
3.886
12.293
8.037
7.217
15.176
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12 7.093 0.945
4.784 0.541
5.507 0.549
5.635 1.172
2.797 0.28
6.583 9.484
7.643 3.034
13.561 2.174
3.332 1.089
15.623 7.273
0.45 0.249
4.705 6.058
?? ??
1.55 2.141
20.893 0.032
62.208 11.499
29.601 2.997
9.024 21.797
9.627 5.172
33.213 2.245
6.607 6.522
10.438 0.463
18.453 2.369
4.107 31.608
4.514 0.462
?? ??
表18．?衡解の地区?への配分（?衡における需要??，産出??および
労働と資本要素??，??，添え字?は産業ではなく地区を意味する)
地区 ?
1 36.051
0.097
66.884
1.996
0.093
3.986
4.055
2
3
4
5
6
7 41.563 20.343 8.202
83.631 42.324 17.44
40.602 20.302 8.57
14.534 7.413 2.818
91.09 44.564 19.413
89.178 42.183 17.02
234.34 110.819 46.692
?? ?? ??
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６ 道路関連の基盤整備と比較分析
６?１ 道路整備計画の実施効果
まず最初に，既に見た都市間所要時間の短縮，すなわち佐賀県で計画され
ている道路の整備計画の効果が，どのように産業に波及するかを分析してみ
る。具体的には，現状のモデルにおいて，表２に示されている地区間の所要
時間が，計画どおりに短縮された場合のモデルを仮定し，この場合の?衡解
Bを求める。
前節で展開したモデルに対し，これらの産業部門の資本税と労働税の税率
を軽減した場合の?衡解 Bを新たに求め，この解 Bと前節で求めた?衡解
Aとの差異を分析する。
具体的には，消費需要，産出総額，労働および資本使用などについて，?
衡解 Bから?衡解Aの結果を引いて?衡解Aの数値で割り，この数値を
???/?? 100などとして示し，相対変化の率を表示する。
比較分析の結果を表19に示している。また表20には，このような波及効果
を地区ごとに評価しなおした結果を表示している。
この結果から分かるように，消費需要や産出などの拡大はすべての分野に
おいて，30％から40％の範囲にあり，極めて大きなプラスの影響が見られる。
しかし，この仮定として，道路に関するすべての計画が同時的に実現される
ことを前提としている。道路の計画が，少なくとも10個存在する場合には，
個々の計画では，この計画実現による効果は３％程度となることを?慮する
必要がある。
更に，道路計画が実現した場合の効果のおよぶ範囲や，その大きさには産
業や地区ごとに大きな差異が見られていることも?慮する必要がある。すな
わち，道路計画の実現により便益を受ける産業や地区には，当然のことなが
ら差異が発生することになり，全県的な公共事業の妥当性を検証する作業が
ともなう必要がある。
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表19．?衡解Aとの相対的な差異（需要??，産出??，労働??，資本??)
? ???/?? 100
1 71.1
66.7
71.1
71.1
71.2
71.1
71.1
71.2
75
71
70.7
71.1
71.1
71.1
71.1
70.3
71.1
71.1
71.1
71.1
71.1
71.1
71.2
71.1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24 52.1 52.1 52
16.8 16.8 15.6
47.7 47.7 47.7
42.7 42.7 42.6
36.3 36.3 36.3
36 36 36
38.7 38.7 38.8
24.5 24.5 24.5
11.2 11.2 11.2
39.8 39.8 39.8
61.2 61.1 61.1
34.3 34.3 34.2
18.4 18.4 18.4
15.6 15.6 15.5
27 27 27
21.8 21.8 21.8
23.6 23.6 23.6
46.3 46.3 46.3
36.5 36.5 36.5
38.9 38.9 38.9
41.7 41.7 41.8
42.7 42.7 42.7
35.8 35.8 35.7
35.3 35.3 35.3
???/?? 100 ???/?? 100 ???/?? 100
表20．地区?における?衡解Aとの相対的な差異（需要??，産出??，労働??，資本??，
添え字?は産業ではなく地区を意味する)
? ???/?? 100
1 71.1 37.3 37.1 43.5
???/?? 100 ???/?? 100 ???/?? 100
42.5
45.4
46.3
46.1
46.8
45
36.6
37.6
36.9
37
37.2
36.8
36.4
37.5
37.3
37
37.3
37.1
70.1
71.1
71.1
72
71.1
71.1
2
3
4
5
6
7
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６?２ 人口減少による影響
これまでの多くの研究において，特定の産業部門への優遇政策によるプラ
スの効果に比べて，人口が減少することの影響の方が，相対的に大きいこと
が指摘されている。この問題を確認するために，次に，人口，具体的には家
計のそれぞれの階級における数値が，一様に30％減少した場合の変化を求め
て見る。
前節で展開した基準モデルに対して，これらの家計のそれぞれの階級にお
ける数値が，一様に30％減少した場合の?衡解 Cを求め，この解 Cと前節で
求めた?衡解Aとの差異を分析する。
消費需要，産出総額，労働および資本使用などについて，?衡解 Cから?衡
7
6
5
4
3
2
-57.2
-57.2
-57.7
-57.2
-57.2
-59.3
-37.3
-29.4
-31.3
-33.5
-34.4
-28.9
-37.3
-29.4
-31.3
-33.6
-34.4
-28.9
-37.3
-29.4
-31.3
-33.5
-34.4
-28.9
???/?? 100???/?? 100???/?? 100
-28.4-28.4-28.4-57.21
???/?? 100?
表21．?衡解Aとの相対的な差異（需要??，産出??，労働??，資本??）
8 -56.8 -19 -18.9 -18.9
-17.5
-21.9
-12.6
-14.8
-27.5
-49.2
-17.5
-21.7
-12.6
-14.8
-27.6
-49.2
-17.5
-21.7
-12.6
-14.8
-27.6
-49.2
-58.3
-57.2
-56.9
-57.2
-57.2
-57.3
9
10
11
12
13
14
15 -57.2 -32.1 -32.1 -32
-9.1
-19.7
-31.2
-28.9
-29.2
-34.3
-9
-19.7
-31.2
-28.9
-29.2
-34.3
-9
-19.7
-31.2
-28.9
-29.2
-34.3
-57.4
-57.2
-57.2
-57.2
-57.2
-57.2
16
17
18
19
20
21
23
22
-57.2
-57.2
-13.6
-38.4
-13.6
-38.4
-12.5
-38.4
24 -57.2 -41.9 -41.9 -41.9
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解 Aの結果を引いて?衡解 Aの数値で割り，相対変化の率を表示する。
比較分析の結果を表21に示している。また表22には，このような波及効果
を地区ごとに評価しなおした結果を表示している。
この結果から分かるように，産出と労働使用，資本使用のすべての分野に
おいてやマイナスの影響が見られる，その大きさも家計（人口）の数値の減
少に見合う程度の大きさであり，無視できないレベルにある。ただし，詳細
に見ると分野ごとあるいは項目ごとの多少の差異が見られ約－50％から－
９％までの範囲がある。
このようなことから，家計のそれぞれの階級における数値が，一様に30％
減少した場合には，より多くの産業全体にマイナスの影響を与えることが分
かり，家計の総数の縮小が，経済全体を小さくすることに極めて大きく影響
していることを示している。
結語
本稿は以上のように，佐賀県の都市間道路整備政策の事前評価に応用一般
?衡分析を適用し，政策的含意を取り出そうとしたものである。近年の費用
便益分析に見られるような部分?衡志向の分析に見られるような画一的な評
価ではなく，相互に打ち消しあう間接的効果をも?慮に入れた上で，地域間
で異なる便益が生じていることを明らかにできる点が応用一般?衡分析の利
点である。ただし産業連関表などの既存統計の枠組みに制約される傾向もあ
表22．地区における?衡解Aとの相対的な差異（需要??，産出??，労働??，資本??，添
え字?は産業ではなく地区を意味する)
? ???/?? 100
1
2
3
4
5
6
7
-57.2 -30 -29.9 -35
???/?? 100 ???/?? 100 ???/?? 100
-34.2
-36.5
-37.3
-37.2
-37.6
-36.2
-29.5
-30.2
-29.7
-29.8
-29.9
-29.6
-29.3
-30.2
-30
-29.8
-30
-29.9
-57.7
-57.2
-57.2
-57
-57.2
-57.2
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り，本論文では佐賀県経済のみを?慮に入れた限定的なモデルとなっている。
本論文はまた人口減少などの影響も?慮に入れ，既存プロジェクトが過大
なものである可能性も示した。しかしながら本論文はいまだ研究途上の部分
を多く抱えており，パラメーターの現実性なども含め，今後更なる改良を図
りたいと?えている。
付記：本論文は九州大学経済学府時永祥三教授の指導を受けながら作成し
たものである。ここに感謝の意を表したい。ただし本論文において表明され
た見解は筆者自身のものであり，論文中に含まれうる誤りについてもまた一
切筆者がその責を負うことは言うまでもない。
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